
地方公共団体における男女共同参画の視点から
の防災・復興に係る取組状況について

フォローアップ調査結果
（概要）

令和７年５月

内閣府男女共同参画局
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■ 目的
内閣府は「第５次男女共同参画基本計画」において、『「災害対応力を強化する

女性の視点～男女共同参画の視点から防災・復興ガイドライン～」（以下、ガイド
ラインという）の活用徹底と、ガイドラインに基づく地方公共団体の取組状況を
フォローアップし、「見える化」する』ことを掲げている。
そこで、ガイドラインの内容に基づく地方公共団体の男女共同参画の視点からの防
災・復興に係る取組状況の把握（令和６年１月１日～12月31日）とともに、好事
例の収集及び今後の取組促進に向けた課題の抽出を目的とした調査を実施した。

■ 調査対象
47都道府県、20政令市及び1,721市区町村（令和６年12月31日現在）

■ 調査対象期間
令和６年12月31日時点におけるこれまでの取組

（一部、令和６年１月１日から12月31日までの取組）

※図表中の数値は、表章単位未満で四捨五入している。



1．都道府県の防災・危機管理部局の女性職員
都道府県（本庁）で防災・危機管理部局に配置されている女性職員の割合（47都道府県）
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2－1．市区町村の防災・危機管理部局の女性職員
市区町村（本庁）で防災・危機管理部局に配置されている女性職員の割合（政令市を含む1741市区町村）
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市区町村
数

女性職員ゼロ
の自治体数

※

女性職員ゼロ
の割合（％）

兵庫県 41 22 53.7%
群馬県 35 19 54.3%
鹿児島県 43 24 55.8%
栃木県 25 14 56.0%
宮城県 35 22 62.9%
千葉県 54 31 57.4%
岡山県 27 16 59.3%
新潟県 30 18 60.0%
北海道 179 112 62.6%
鳥取県 19 12 63.2%
島根県 19 12 63.2%
秋田県 25 16 64.0%
熊本県 45 29 64.4%
青森県 40 26 65.0%
山形県 35 23 65.7%
岐阜県 42 29 69.0%
山梨県 27 18 66.7%
宮崎県 26 21 80.8%
大分県 18 13 72.2%
岩手県 33 24 72.7%
沖縄県 41 30 73.2%
長野県 77 63 81.8%

合計 1731 918 52.7%

2－2．市区町村の防災・危機管理部局の女性職員
防災・危機管理部局に女性職員がいない市区町村数（政令市を含む1741市区町村）

5※ 庁内の防災・危機管理部局の総職員数を０と回答した10自治体を除く

市区町村
数

女性職員ゼロ
の自治体数

※

女性職員ゼロ
の割合（％）

東京都 62 11 17.7%
大阪府 43 8 18.6%
埼玉県 63 19 30.2%
愛知県 54 17 31.5%
三重県 29 9 31.0%
愛媛県 20 7 35.0%
奈良県 39 14 35.9%
滋賀県 19 7 36.8%
神奈川県 33 13 39.4%
静岡県 35 14 40.0%
富山県 15 6 40.0%
福井県 17 7 41.2%
高知県 34 14 41.2%
香川県 17 7 41.2%
佐賀県 20 9 45.0%
徳島県 24 11 45.8%
山口県 19 9 47.4%
石川県 19 9 47.4%
長崎県 21 10 47.6%
広島県 23 11 47.8%
京都府 26 13 50.0%
和歌山県 30 15 50.0%
福岡県 60 31 51.7%
茨城県 44 23 52.3%
福島県 59 30 50.8%

1名以上

813

46.7%

女性職員ゼロ

918

52.7%

防災部局職員ゼロ

10

0.6%

N=1741市区町村



6※1 防災・危機管理部局の職員数を０と回答した自治体

2－３．市区町村の防災・危機管理部局の女性職員
人口規模別 防災・危機管理部局の女性職員の割合ごとの市区町村の比率（政令市を含む1741市区町村）
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3．都道府県における「男女共同参画の視点からの防災」をテーマにした研修実施状況
都道府県における本庁職員対象の「男女共同参画の視点からの防災」をテーマにした

研修・訓練の実施状況

（47都道府県, 令和６年１月１日から12月31日まで）
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一回以上実施
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未実施

27

57.4%

N=47都道府県



4．市区町村における「男女共同参画の視点からの防災」をテーマにした研修実施状況

本庁職員対象の「男女共同参画の視点からの防災」をテーマにした研修・訓練
未実施の市区町村数（政令市を含む1741市区町村，令和６年１月１日から12月31日まで）

市区町村
数

未実施の
自治体数

未実施割合
（％）

長崎県 21 2 9.5%
京都府 26 18 69.2%
神奈川県 33 23 69.7%
愛媛県 20 14 70.0%
静岡県 35 26 74.3%
栃木県 25 19 76.0%
福井県 17 13 76.5%
埼玉県 63 49 77.8%
鳥取県 19 15 78.9%
和歌山県 30 24 80.0%
新潟県 30 24 80.0%
兵庫県 41 33 80.5%
茨城県 44 36 81.8%
香川県 17 14 82.4%
三重県 29 24 82.8%
鹿児島県 43 36 83.7%
東京都 62 52 83.9%
福岡県 60 51 85.0%
山形県 35 30 85.7%
長野県 77 66 85.7%
熊本県 45 39 86.7%
富山県 15 13 86.7%
岩手県 33 29 87.9%
大阪府 43 38 88.4%
群馬県 35 31 88.6%
山梨県 27 24 88.9%

8

市区町村
数

未実施の
自治体数

未実施割
合（％）

大分県 18 16 88.9%
滋賀県 19 17 89.5%
島根県 19 17 89.5%
愛知県 54 50 92.6%
広島県 23 21 91.3%
秋田県 25 23 92.0%
宮崎県 26 24 92.3%
千葉県 54 50 92.6%
岡山県 27 25 92.6%
沖縄県 41 38 92.7%
岐阜県 42 39 92.9%
高知県 34 32 94.1%
宮城県 35 33 94.3%
北海道 179 169 94.4%
石川県 19 18 94.7%
青森県 40 38 95.0%
佐賀県 20 19 95.0%
徳島県 24 23 95.8%
福島県 59 57 96.6%
山口県 19 19 100.0%
奈良県 39 39 100.0%
合計 1741 1510 86.7%

一回以上実施

231

13.3%

未実施の自治体数

1510

86.7%

N=1741市区町村



5．都道府県防災会議の女性委員
都道府県防災会議の女性委員の割合※（47都道府県）

9※  委員長を含む
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6－1．市区町村防災会議の女性委員
市区町村防災会議の女性委員の割合※１（政令市を含む1741市区町村）

10※1  委員長を含む
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6－2．市区町村防災会議の女性委員

11

人口規模別 市区町村防災会議の女性委員の割合ごとの市区町村の比率※１

（地方防災会議を設置していると回答した政令市を含む1685市区町村）※2

※1  委員長を含む
※2 地方防災会議を設置していないと回答した56自治体を含まない
※3 地方防災会議の委員数を０と回答した自治体
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データなし※3 女性委員の割合0% ～10%未満 10%～20%未満 20％～30％未満 30％以上



7．都道府県防災会議の女性委員の割合を増やすための取組

（上記で「（取組を）している」 と答えた46都道府県のうち）
都道府県防災会議に女性委員を増やすための具体的な取組（複数回答）

都道府県防災会議に女性委員を増やすための取組状況（47都道府県）

12

※第５次男女共同参画基本計画成果目標：
都道府県防災会議の委員に占める女性の割合を令和７年までに30％にする

（取組を）

している

46

97.9%

していない

1

2.1%

群馬県

N=47都道府県

93.5%

78.3%

47.8%
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2.2%

6.5%

0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

８号委員について、自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうち、

女性を積極的に登用した。

委員の交代時に、女性の積極的な推薦を文書で依頼したり、個別に働きかけたりした。

５号委員について、庁内職員を任命する際には、職位に関わらず積極的に女性職員を登用した。

７号委員について、指定公共機関又は指定地方公共機関から女性の役員又は職員を登用し

た。…

防災会議の委員に関する条例を改正した。

専門性を有する女性の人材リストを作成し、関係団体への女性委員の推薦を要請した。

その他

N=46都道府県



市区町村防災会議に女性委員を増やすための取組状況
（政令市を含む1741市区町村）

8．市区町村防災会議の女性委員の割合を増やすための取組

（上記で「（取組を）している」と答えた691市区町村のうち）
市区町村防災会議に女性委員を増やすための具体的な取組（複数回答）

13

※第５次男女共同参画基本計画成果目標：
市町村防災会議の委員に占める女性の割合を早期に15％とし更に30％ を目指す
とともに、女性が登用されていない組織数を0にする。

（取組を）

している

691

39.7%

していない

993

57.0%

（防災会議を）

設置していない

57

3.3%

N=1741市区町村

40.4%

33.6%

18.8%

16.6%

15.3%

4.6%

3.6%

3.0%

11.4%

0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

委員の交代時に、女性の積極的な推薦を文書で依頼したり、個別に働きかけたりした。

８号委員について、自主防災組織を構成する者又は

学識経験のある者のうち、女性を積極的に登用した。

「その他市長が防災上必要と認め任命する者」として、女性委員を任命した。

７号委員について、指定公共機関又は指定地方公共機関から

女性の役員又は職員を登用した。

５号委員について、庁内職員を任命する際には、

職位に関わらず積極的に女性職員を登用した。

防災会議の委員に関する条例を改正した。

委員を公募し、女性を積極的に登用した。

専門性を有する女性の人材リストを作成し、関係団体への女性委員の推薦を要請した。

その他

n=691市区町村



9．都道府県の避難所運営に関するマニュアルについて

都道府県の避難所運営に関するマニュアル等への男女共同参画の視点を考慮した設備の設置
についての記載状況（47都道府県・複数回答）

都道府県の避難所運営に関するマニュアル等への記載項目（47都道府県・複数回答）

14

83.0%

80.9%

80.9%

78.7%

78.7%

70.2%

46.8%

27.7%

4.3%

12.8%

0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

プライバシーの確保

避難所運営への女性の参画の推進

妊産婦、乳幼児を持つ女性への支援

情報の伝達、コミュニケーションの確保

女性への暴力やセクハラ防止のための安全対策

避難所を拠点とした在宅避難所・車中泊者などへの支援

病人、障害者、高齢者などの世話をしている方への支援（ケア者への支援）

避難所内での託児所の設置

記載なし（マニュアルはあるが、記載していない）

その他

N=47都道府県

85.1%

83.0%

83.0%

83.0%

80.9%

57.4%

23.4%

4.3%

14.9%

0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

トイレ（男女別、多目的）

更衣室

授乳室

間仕切り（感染症予防の観点のみからの設置は含まない）

男女別洗濯物干し場

おむつ替えスペース（大人用、こども用）

簡易調理施設（調乳や離乳食・介護食の調理等のため）

記載なし（マニュアルはあるが、記載していない）

その他

N=47都道府県



10ー１．市区町村の避難所運営に関するマニュアルについて

市区町村の避難所運営に関するマニュアル等への男女共同参画の視点を考慮した設備の設置
についての記載状況
（避難所運営に関するマニュアル等の作成・修正を「している」と回答した政令市を含む1547市区町村・複数回答）

市区町村の避難所運営に関するマニュアル等への記載項目
（避難所運営に関するマニュアル等の作成・修正を「している」と回答した政令市を含む1547市区町村・複数回答）

15

86.7%

76.9%

63.0%

62.0%

44.8%

36.9%

28.8%

11.3%

3.3%

0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

プライバシーの確保

妊産婦、乳幼児を持つ女性への支援

避難所運営への女性の参画の推進

情報の伝達、コミュニケーションの確保

女性への暴力やセクハラ防止のための安全対策

避難所を拠点とした在宅避難所・車中泊者などへの支援

病人、障害者、高齢者などの世話をしている方への支援（ケア者への支援）

避難所内での託児所の設置

その他

n=1547市区町村

78.5%

77.1%

74.1%

61.1%

40.9%

35.7%

12.5%

3.4%

0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

更衣室

授乳室

トイレ（男女別、多目的）

間仕切り（感染症予防の観点のみからの設置は含まない）

男女別洗濯物干し場

おむつ替えスペース（大人用、こども用）

簡易調理施設（調乳や離乳食・介護食の調理等のため）

その他

n=1547市区町村



10－２．市区町村の避難所運営に関するマニュアルについて

16

人口規模別、避難所運営に関するマニュアル等に記載している市区町村の比率（複数回答）

※1  避難所運営に関するマニュアル等の作成・修正を「していない」と回答した194自治体を除く

81.9%

52.4%

68.2%

11.5%

26.4%

32.8%

50.0%

29.8%

1.9%

90.7%

70.0%

82.7%

10.8%

30.0%

51.8%

73.0%

41.0%

3.5%

94.2%

76.6%

92.1%

11.5%

33.8%

68.0%

83.8%

50.7%

7.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

プライバシーの確保

情報の伝達、コミュニケーションの確保

妊産婦、乳幼児を持つ女性への支援

避難所内での託児所の設置

病人、障害者、高齢者などの世話を

している方への支援（ケア者への支援）

女性への暴力やセクハラ防止のための

安全対策

避難所運営への女性の参画の推進

避難所を拠点とした在宅避難所・

車中泊者などへの支援

その他

人口3万人未満

(n=806市区町村)

人口3万人以上～10万人未満

(n=463市区町村)

人口10万人以上

(n=278市区町村)



10－３．市区町村の避難所運営に関するマニュアルについて

17

人口規模別、避難所運営に関するマニュアル等に設置すると記載している市区町村の比率（複数回答）

※1  避難所運営に関するマニュアル等の作成・修正を「していない」と回答した197自治体を除く

71.0%

69.2%

28.5%

66.6%

52.6%

30.3%

10.7%

2.0%

84.7%

83.2%

40.4%

79.5%

68.3%

47.7%

12.5%

3.7%

90.3%

89.6%

48.9%

87.1%

73.7%

60.4%

17.6%

7.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

更衣室

授乳室

おむつ替えスペース

（大人用、こども用）

トイレ

（男女別、多目的）

間仕切り（感染症予防の観点

のみからの設置は含まない）

男女別洗濯物干し場

簡易調理施設（調乳や離乳

食・…

その他

人口3万人未満

(n=806市区町村)

人口3万人以上～10万人未満

(n=463市区町村)

人口10万人以上

(n=278市区町村)



68.9%

60.0%

40.0%

17.8%

31.1%

0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

公的な備蓄だけでは対応できない事態が生じることを想定し、女性、乳幼児等が必要とする物資

の調達のため、倉庫業者や運送業者等の関係団体や企業との協定や、他の地方公共団体と

災害援助協定を締結した。

住民に平常時からの備えを促すため、女性用品や乳幼児用品を含む生活必需品のローリング

ストックや非常時持出袋の準備等について、防災訓練や各種イベント等を通じて啓発した。

物資の準備の際に女性職員や男女共同参画部局の職員が参画した。

物資の準備の際にガイドラインの「備蓄チェックシート」を活用した。

その他

n=45都道府県

11．都道府県における備蓄の状況

18

都道府県の物資の備蓄に当たり、男女共同参画の視点を
取り入れるための取組状況
（47都道府県）

（上記で「（取組を）している」 と答えた45都道府県のうち）
物資の備蓄にあたり、男女共同参画の視点を取り入れるための具体的な取組（複数回答）

（取組を）

している

45

95.7%

していない

2

4.3%

岡山県

佐賀県

N=47都道府県



12－1．市区町村における常備備蓄の状況

19

（政令市を含む） 1741市区町村における常備備蓄の状況

88.9%
9.5%

4.8%
9.6%

13.6%
2.9%

1.1%
1.0%
2.2%

57.2%
51.3%

2.2%
4.5%

8.5%
61.9%

12.9%
9.5%

14.6%
8.2%

74.1%
32.6%

79.5%
18.7%

25.8%
45.5%

68.0%
5.2%

1.1%
0.3%

18.7%
19.2%

21.3%
79.4%

75.3%

0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

生理用ナプキン
おりものシート

サニタリーショーツ
防犯ブザー/ホイッスル

女性用下着（各種サイズ）
女児用下着

妊産婦用下着
妊産婦用衣類

母乳パッド
粉ミルク

液体ミルク
枕やクッション

授乳用ケープ・バスタオル等
乳幼児用飲料・軟水

哺乳瓶・人工乳首・コップ
消毒剤・洗剤・洗浄用ブラシ等の器具

湯沸かし器具・煮沸用鍋
離乳食

皿・スプーン
乳幼児用紙おむつ

おしりふき
大人用紙おむつ

尿取りパッド
おしりふき

介護食
簡易トイレ・据置式洋式トイレ

防犯ブザー/ナースコール
義歯洗浄剤

ストール
宗教上に配慮した食べ物

中身の見えないゴミ袋
スプーン・フォーク

間仕切り・パーティション
寝具（段ボールベッド等）

N=1741市区町村

女性用品

若者（女性）用品

妊産婦用品

乳幼児用品

介護用品

外国人（女性）用品

共通



12－2．市区町村における常備備蓄の状況

20

（政令市を含む）市区町村の防災・危機管理部局の女性職員の割合と常備備蓄の割合の比率

86.6%
11.0%

5.0%
5.9%

12.9%
2.7%

1.2%
0.8%
1.5%

50.3%
47.5%

2.5%
4.4%

7.5%
56.1%

11.8%
8.4%

14.2%
8.1%

70.7%
31.7%

74.5%
17.5%

22.8%
41.2%

67.5%
3.7%

0.9%
0.4%

14.1%
17.8%

21.5%
77.3%

74.4%

91.6%
7.6%

4.7%
13.5%
14.4%

3.0%
1.2%
1.4%

3.1%
64.7%

55.7%
1.8%

4.5%
9.4%

68.3%
14.3%

10.7%
14.8%

8.8%
77.6%

33.4%
84.7%

20.1%
29.1%

50.3%
68.7%

7.1%
1.4%

0.3%
23.3%

20.8%
21.2%

81.5%
75.9%

0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

生理用ナプキン
おりものシート

サニタリーショーツ
防犯ブザー/ホイッスル

女性用下着（各種サイズ）
女児用下着

妊産婦用下着
妊産婦用衣類

母乳パッド
粉ミルク

液体ミルク
枕やクッション

授乳用ケープ・バスタオル等
乳幼児用飲料・軟水

哺乳瓶・人工乳首・コップ
消毒剤・洗剤・洗浄用ブラシ等の器具

湯沸かし器具・煮沸用鍋
離乳食

皿・スプーン
乳幼児用紙おむつ

おしりふき
大人用紙おむつ

尿取りパッド
おしりふき

介護食
簡易トイレ・据置式洋式トイレ

防犯ブザー/ナースコール
義歯洗浄剤

ストール
宗教上に配慮した食べ物

中身の見えないゴミ袋
スプーン・フォーク

間仕切り・パーティション
寝具（段ボールベッド等）

女性職員ゼロ 女性職員10％以上
女性用品

若者（女性）用品

妊産婦用品

乳幼児用品

介護用品

外国人（女性）用品

共通

女性職員ゼロ n=918市区町村
女性職員10％以上 n=763市区町村



12－3．市区町村における常備備蓄の状況

21

（政令市を含む）市区町村防災会議の女性委員割合と常備備蓄の割合の比率

77.9%
10.0%

3.6%
4.4%

9.2%
2.4%

0.8%
0.8%
1.6%

45.0%
34.9%

1.6%
4.4%
4.0%

47.4%
10.0%

5.6%
12.0%

5.6%
59.4%

26.1%
65.5%

13.7%
20.1%

30.1%
59.0%

1.6%
1.2%

0%
7.6%

14.1%
17.3%

71.9%
71.5%

94.5%
10.3%

5.7%
12.0%

14.9%
3.0%

1.0%
0.6%

2.7%
65.5%

58.1%
2.1%

3.9%
11.4%

68.7%
14.2%

11.8%
15.4%

8.5%
81.0%

35.5%
86.2%

21.1%
26.9%

51.2%
72.7%

7.0%
1.2%

0.5%
25.2%

21.7%
21.9%

84.7%
80.2%

0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

生理用ナプキン
おりものシート

サニタリーショーツ
防犯ブザー/ホイッスル

女性用下着（各種サイズ）
女児用下着

妊産婦用下着
妊産婦用衣類

母乳パッド
粉ミルク

液体ミルク
枕やクッション

授乳用ケープ・バスタオル等
乳幼児用飲料・軟水

哺乳瓶・人工乳首・コップ
消毒剤・洗剤・洗浄用ブラシ等の器具

湯沸かし器具・煮沸用鍋
離乳食

皿・スプーン
乳幼児用紙おむつ

おしりふき
大人用紙おむつ

尿取りパッド
おしりふき

介護食
簡易トイレ・据置式洋式トイレ

防犯ブザー/ナースコール
義歯洗浄剤

ストール
宗教上に配慮した食べ物

中身の見えないゴミ袋
スプーン・フォーク

間仕切り・パーティション
寝具（段ボールベッド等）

女性委員ゼロ 女性委員10％以上女性用品

若者（女性）用品

妊産婦用品

乳幼児用品

介護用品

外国人（女性）用品

共通

女性委員ゼロ n=249市区町村
女性委員10％以上 n=825市区町村



備蓄計画等における期限管理や定期的な在庫確認
（棚卸し）の規定の有無
（政令市を含む1741市区町村）

物資の備蓄に当たり男女共同参画の
視点を取り入れるための取組状況
（政令市を含む1741市区町村）

（左記で「（取組を）している」 と答えた1060市区町村のうち）
男女共同参画の視点を取り入れるための具体的な取組（複数回答）

12－4．市区町村における常備備蓄の状況
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規定あり

1043

59.9%
規定なし

267

15.3%

計画を策定

していない

431…

N=1741市区町村

（取組を）

している

1060

60.9%

していない

681

39.1%

N=1741市区町村 67.8%

44.6%

37.5%

10.5%

7.1%

0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

住民に平常時からの備えを促すため、女性用品や乳幼児用品を含む

生活必需品のローリングストックや非常時持出袋の準備等について、

防災訓練や各種イベント等を通じて啓発した。

物資の準備の際に女性職員や男女共同参画部局の職員が参画した。

公的な備蓄だけでは対応できない事態が生じることを想定し、女性、

乳幼児等が必要とする物資の調達のため、倉庫業者や運送業者等の関係

団体や企業との協定や、他の地方公共団体と災害援助協定を締結した。

物資の準備の際にガイドラインの「備蓄チェックシート」を活用した。

その他

n=1060市区町村



12－5．市区町村における常備備蓄の状況
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人口規模別 女性用品及び乳幼児用品の備蓄状況の割合ごとの市区町村の比率（複数回答）

82.3%
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6.6%
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65.0%

29.6%
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9.5%
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62.4%

60.9%
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14.3%
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35.7%
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19.3%

19.3%
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37.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

生理用ナプキン（普通、長時間向け等）

おりものシート

防犯ブザー/ホイッスル

女性用下着（各種サイズ）

粉ミルク（アレルギー用含む）
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哺乳瓶・人工乳首・コップ（授乳用に使い捨て紙コップ可）

消毒剤・洗剤・洗浄用ブラシ等の器具

湯沸かし器具・煮沸用鍋（食用と別）

離乳食（アレルギー対応食を含む）

乳幼児用紙おむつ（各種サイズ、女児用、男児用）

おしりふき

人口3万人未満

(n=985市区町村)

人口3万人以上～10万人未満

(n=476市区町村)

人口10万人以上

(n=280市区町村)



13．都道府県の災害対策本部の女性職員
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都道府県の災害対策本部の本部員における女性職員の割合※（47都道府県）

※災害対応時の最高意思決定機関である「本部会議」に出席する意思決定層（本部長を含む本部員）の人数のうちの女性職員の割合
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14－1．市区町村の災害対策本部の女性職員

25※１ 災害対応時の最高意思決定機関である「本部会議」に出席する意思決定層（本部長を含む本部員）の人数のうちの女性職員の割合

市区町村の災害対策本部の本部員における女性職員の割合※1（政令市を含む1741市区町村）
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14－2．市区町村の災害対策本部の女性職員
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人口規模別 災害対策本部の女性職員の割合ごとの市区町村の比率（政令市を含む1741市区町村）

※1 地域防災計画に記載なしと回答
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（n=476市区町村）

人口10万人以上

（n=280市区町村）

データなし※1 女性職員の割合0% ～10%未満 10%～20%未満 20％～30％未満 30％以上
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